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まとめ：「同族会社」の本質
1. 同族会社の定義
1.1 同族会社の定義
本研究は、同族会社の特質について考察す
ることを目的としている。筆者の関心は法人
税法そのものではなく、会社法に準拠して設
立される「会社」に法人格が同等に付与され、
同族・非同族の区別がなされていないにもか
かわらず、同族会社の法人格だけが法人税法
で差別化されるのは、どんな理由に基づいて
おり、どんな意義を有するかということであ
る。
同族会社の定義は、法人税法第 2 条第 10
号によりなされている。即ち、「同族会社と
は、会社の株主等（その会社が自己の株式又
は出資を有する場合のその会社を除く。）の
三人以下並びにこれらと政令で定める特殊の
関係のある個人及び法人がその会社の発行済
株式又は出資（その会社が有する自己の株式
又は出資を除く。）の総数又は総額の百分の
五十を超える数又は金額の株式又は出資を有
する場合その他政令で定める場合におけるそ
の会社」をいう。
また、このような同族会社に対し、法人税
法では、租税回避を目的とした取引や計算を
適正化するための「行為計算の否認」や配当
せずに内部に留保された金額への「留保金課
税」などの特別な規定が設けられている。法
人税法第 132 条は、「同族会社等の行為又は
計算の否認」に関する条項で、「同族会社」
に限って、「その法人の行為又は計算で、こ
れを容認した場合には法人税の負担を不当に
減少させる結果となると認められるものがあ
るときは、その行為又は計算にかかわらず、
税務署長の認めるところにより、その法人に
係る法人税の課税標準若しくは欠損金額又は
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法人税の額を計算することができる」と定め
ている。
我が国では租税法律主義のもと、私人の行
った取引について、当該取引を否認する法律
が存在しなければ、これを否認することは許
されない。そのため、個別否認規定の存在し
ない取引による租税回避が行われた場合、こ
れは合法的な行為として認められることとな
る。租税回避の否認についてはいくつかの類
型が存在するが、法律上に規定されているも
のは個別否認規定以外では同族会社の行為計
算否認規定のみである１）。
1.2 会社法での定義
会社法は、「会社は、法人とする」（第 3
条）と定められている。この法人格付与の根
拠は、民法に由来している。民法は、自然人
である「人」の権利能力と行為能力を定めた
（第 3 条と第 4 条）規定に並列して、第 33 条
と 34 条により、法人の成立要件と能力を規
定している。その規定に基づく会社法第 3 条
により、会社は、その構成員である経営者や
株主などの自然人とは別の独立した、権利・
義務の主体たる存在と位置づけされている。
法人格を持つことが、すべての会社に共通す
る要件であるが、その法人格は、経営者や株
主などの自然人からどの程度独立しているか
という点に関しては同じではない。
前述したように、会社法は「同族会社」に
ついて、直接定義を行っていないが、「資本
金 5 億円以上または負債 200 億円以上」を
「大会社」とだけ定義している（会社法第 2
条 6 号）。この定義から推論すれば、大会社
以外、即ち「資本金 5 億円未満かつ負債 200
億円未満」を中小会社あるいは中小企業と理
解しても差支えないであろう。
会社法は、会社の規模に関係なく機関設計
の柔軟化を原則としている。例外として大会
社に対して会計監査人の設置義務や監査役
（会）あるいは委員会の設置義務や損益計算
書の公告義務など規定を設けているが、大会
社以外の会社にはこのような義務はない。こ
のような機関設計は、中小同族会社の内部統
制等における固有の問題の改善或いは解決の
妨げとなっていると考えられる。
一方、会社法では、株式会社は公開性が望
ましいにもかかわらず、大半の会社が閉鎖性
の維持に固持する実態を容認し、株式譲渡制
限の法的裏付けを与えている２）。
上柳・鴻・竹内（1986）は、株式譲渡制限
の制度の趣旨について、「同族会社等のよう
に、株主の個性（さらには、各株主の持株
数）が重要性をもつ閉鎖的会社においては、
会社にとって好ましくない者が株式を譲り受
けて株主となって ( 又は、各株主の持株数の
比率が会社運営上不都合な割合になって )、
会社の運営に混乱が生じることを防止するた
めに、株式の自由な譲渡を制限する必要があ
る」と述べている３）。「同族会社等の」「閉鎖
的会社」という表現が使われ、同族会社イコ
ール閉鎖的会社とされている。ここで注目す
べきことは、株式譲渡制限だから、閉鎖的会
社となるのではなく、閉鎖的会社であり続け
るために、株式譲渡制限を必要とするのであ
る。閉鎖的とは、株式の流通と会社の運営の
二つの側面における閉鎖性を意味するが、会
社の運営が本質的な側面である。株式譲渡制
限は、閉鎖的な運営を保障する手段に過ぎな
い。
込山（2010）は、会社法による資本金 1 円
会社、一人会社の肯定は、一層の個人商店的
小規模閉鎖会社の乱立状態を招き、「よって
我が国の企業実態は、外形的には株式会社の
衣を着ていても、その実、個人商店的株式会
社が大多数ということになる」と指摘してい
る４）。込山（2010）は、さらに「個人商店的
小規模閉鎖会社」や「個人商店的株式会」を
「同族的小規模閉鎖会社」や「同族的小規模
閉鎖株式会社」とも呼んでいる。
同族会社の特質について
89
2. 同族会社の性格
2.1 「同族」の普遍性
国税庁の資料（図表１）によれば、資本金
1 億円未満の会社では、同族会社の割合は約
95.5％（平成 25 年度）であり、「会社法見直
しの課題等」の資料により株式会社の殆どが
中小同族会社と推察される５）。よって我が国
の株式会社の 90％超は、中小同族会社だと
推察される。「会社」と言えば、基本的に同
族会社だとさえ言える。
同族会社の形成は経営学的な問題である。
沈（2014）によると、「ある優れた個人が、
企業を起こし、その企業が成功した後、創業
者が引退すると多くの創業者企業は同族企業
に移行する。同族企業がさらに発展すると、
同族メンバーが階層的経営組織をうまく運営
するだけのスキルを持つことが難しくなって、
専門的なスキルを身に付けた経営者に経営を
任せるようになり、同族企業は、経営者企業
（非同族企業）に変わるという６）。」である。
すなわち、同族企業とは創業者企業から経
営者企業に移る間の中間的な企業形態である。
同族企業以外にも、家族企業、ファミリービ
ジネス、ファミリー企業とも呼ばれている。
日本では従来、同族企業や同族経営といっ
た場合に同族支配の意味や、不祥事や不正の
原因という必ずしも良くないイメージで語ら
れることがあった７）。しかし、近年、ファミ
リービジネスは、老舗企業のような長寿性や
高い収益性の要因として注目されるようにな
り、同族企業が非同族企業より優れていると
いう結果も示されている８）。
確かに同族企業では所有と経営が未分離の
ままであるという実態があり、中小同族会社
の場合、経営者と株主が同一人物であること
や、事業は家業・生業としての性格が強いこ
となどから、自然人からの独立性が弱いと考
えられる。
以上のような理由から、株式会社の法人性
を維持するために、会社法において株式会社
の機関設計がなされている。所有と経営が分
離する近代企業の場合、株主（出資者）によ
る支配の確保と債権者の保護のために、株主
総会と取締役会及び監査役などの機関が法定
されてきた。その一方、これらの同族会社は、
規模が小さく、オーナー経営者が自ら単独株
主であるか、純粋な家族経営の会社である場
合が多く、大株主と少数株主との間での利害
対立が発生する可能性も通常低いと思われる。
その上、役員に適任する人材の確保が難しく、
経費負担も抑えることが望ましい。会社法で
は、最低限のものとして株主総会および取締
役のみを設置してオーナー自らが取締役とな
れば、その他の機関を何ら設置しないという
機関設計を定めているのは、上記中小同族会
社のニーズへの考慮だと考えられる。
図表 1　同族会社の法人数（単位　社）
資本金 同族会社 割合 非同族会社 割合 計 割合
1 億円未満 2,467,231 95.5％ 95,674 3.7％ 2,562,905 99.2％
1 億円超〜
5 億円未満 11,570 0.4％ 2,984 0.1％ 14,554 0.6％
5 億円超 4,470 9.2％ 573 0.0％ 5,043 0.2％
計 2,483,271 96.1％ 99,231 3.8％ 2,584,340 100.0％
出所：国税庁 2013）『税務統計から見た法人企業の実態』のデータにより筆者が作成。
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3. 同族会社を規制する法人税法　
第 132 条の意義　 
3.1 判例から見る規制の理由
法人税法は、同族会社の定義を行う理由を
直接述べていないが、132 条の行為・計算否
認規定では、「その法人（同族会社。筆者
注）の行為又は計算で、これを容認した場合
には法人税の負担を不当に減少させる結果と
なると認められる」と、述べ、租税回避の可
能性を示唆している。なぜ、同族会社で法人
税の負担を不当に減少させる可能性が高いか、
これまでの判例でその理由についてさらに詳
細に述べられている。
①東京地裁 昭 26.4.24 判決、行政事件裁判例集
（以下行集という。）2 巻 6 号 841 頁。
「同族会社の行為計算否認の規定は、同族
会社を非同族会社よりも不利益に取り扱うた
めのものではなく、税金遁脱の目的で非同族
会社では通常なし得ないような行為計算を否
認して、非同族会社が通常なすであろうよう
な行為計算に引き直して課税するためのもの
である。」
この判決は、法人税法の規定が同族会社を
非同族と差別的に扱うためではなく、むしろ
法人の担税能力評価において両者を同等な立
場に立たせるためである。
②東京地裁 昭 33.12.23 判決（行集 9 巻 12 号
2727 頁）
「同族会社の行為計算否認の規定は、同族
会社と非同族会社の課税負担の公平を期する
ため、同族会社であるが故に課税負担を免れ
るような行為計算を容易に選ぶことができた
と認められる場合には、その行為計算にかか
わらず、もしその行為計算を選ぶことが困難
であるとしたならば、それと同一の経済的効
果を達するため通常採用されるであろうとこ
ろの行為計算にしたがって課税標準を定めん
とするところにあると解すべきである。」
この判決も上の判決と同様、同族という性
格だけで課税負担の公平性を損なう可能性が
高いので、行為計算否認という強制が不可欠
という考えを示している。
③東京高裁 昭 34.11.17 判決（行集 10 巻 12 号
2392 頁）
「同族会社の行為計算否認の規定は、いわ
ゆる同族会社は、首脳者又は少数の株主若し
くは社員が多数の議決権を有する会社であり、
比較的利害を同一にしているこれらの者の意
思によって、会社の行為または計算を自由に
することができ、会社と個人を通じて租税負
担を不当に軽減することも容易であることか
ら課税の公平を期するために設けられたもの
である。」
この判決では、同族会社の機関上の特性が
課税の公平性を困難にしているとの考えを示
している。
④広島地裁 昭 35.5.17 判決（行集 11 巻 5 号）
「同族会社の行為計算否認の規定の趣旨は、
同族会社のように同族関係者によって経営の
支配権が確立されているところでは、税金逋
脱の目的をもって、非同族会社では容易にな
し得ないような行為計算をするおそれがある
ので、両者の課税負担の公平を期するため、
かかる場合には、その行為計算を否認し非同
族会社が通常するであろうところの行為計算
に従ってその課税標準を計しうる権限を徴税
機関に認めた規定であると解すべきである。」
この判決は、租税回避動機の普遍性という
考えに立っていることが明らかである。同族
非同族を問わず、すべての会社が税負担を免
れようとする動機を持っているが、同族の場
合行動に移すことが容易なので、徴税機関が
それを阻止する権限を保有する必要があると
いうのである。
⑤鳥取地裁 昭 39.4.24 判決（行集 15 巻 4 号
612 頁）
「同族会社においては、通常利害相反しな
い少数同族株主が過半数以上の株式又は出資
額を所有しているため、非同族会社の如く株
主一般又は株主相互間と経営者の利害対立よ
り、自ら経営者による恣意的行為計算が抑制
されるということがなく、かかる恣意的行為
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計算のため法人税負担を不当に免れしめるお
それがあるので、このような結果を防ぐため
に設けられたものである。」
株主間或いは株主と経営者との利害対立が
租税回避行為の牽制要因と見なしている。同
族会社においてこのような牽制要因の不在に
より、恣意的行為計算が発生する可能性があ
るという見解である。
⑥東京地裁 昭 46.2.15 判決（行集 22 巻 1、20
号 53 頁、判例時報 607 号 40 頁）
「そもそも、同族会社を法人税法上特別に
規制する理由は、同族会社においては、少数
の株主により支配される可能性が強く、これ
がために非同族会社にみられないような特殊
な取引経営がなされうるものと考えられる。」
この判決は、少数の株主による支配という
所有の構造が、経営上の不当な取引を誘発す
る原因になるとの判断を示したと言えよう。
3.2 法人税法第 132 条の背景
会社は、すべて法人であり、その構成員で
ある社員や役員とは別人格を有している９）に
もかかわらず、法人税法第 132 条が「同族会
社等の行為又は計算の否認」を規定するのに
は、どのような背景と理由があるのか、見る
ことにする。
同族会社の行為計算否認規定は大正 12 年
の所得税法の改正により設けられ、当時の所
得税法 73 条の 3 において「法人ト其ノ株主
又ハ社員及其ノ親族、使用人其ノ他特殊ノ関
係アリト認ムル者トノ間ニ於ル行為ニ付所得
税の逋脱ノ目的アルト認ムル場合ニ於テハ政
府ハ其ノ行為ニ拘ラス其ノ認ムル所ニ依リ所
得金額ヲ計算スルコトヲ得」と規定された。
同族会社にかぎり所得課税以外に留保所得
課税を行うきっかけは、大正 12 年の税制改
正にある 10）。大正 9 年の税制改正において
は個人配当所得を総合累進課税にしたが、所
得税での課税を避けるため同族会社を組織し、
累進課税による高率な所得税負担を避け税率
の低い法人に所得を移転する、あるいは個人
から同族会社への低額譲渡による損失で法人
税負担を減少させるといった取引全体を通し
ての税負担減少を図るケースが多かった 11）。
そのため国庫収入目的の達成が困難となった
ため、最も個人的意思で操作可能な同族会社
を対象に行為計算否認を大正 12 年の税制改
正にあたって制度化したのである 12）。
この行為計算否認が設けられ、今日まで継
続されるのは、以下の理由が考えられる。
①法人の設立について準則主義が採用され、
会社法の定める設立要件が比較的ゆるやか
である 13）。
②個人事業者は、法人形態を取れれば家族構
成員等を社員とすることにより、所得分割
を図り、利益の社内留保にして、法人税率
と所得税率の差額分だけ租税負担を軽減す
ることが可能となる 14１４）。
③戦後に節税の効果を狙う「法人成り」が盛
んに行われ、個人企業と何ら実体の異なら
ない彪大な数の法人が設立された 15）。こ
うした法人では、会社が隠れみのに使われ、
株主と会社との人格の異別を責任免脱の口
実に利用する形態である。租税の徴収に当
たっても、当該法人の責任財産の帰属認定
が困難であったり、人格の異別による執行
困難な事態が生じたりして株主個人への責
任追及を検討せざるを得なければならない
ことがある。
④法人が不法な目的で設立されたり、反社会
的な存在であるときは、会社解散命令（商
法 58 条）、設立無効の訴え（商法 428 条）
および設立取消の訴え（商法 141 条）の規
定により、法人の存在を全面に否定するこ
とができる。しかし、実際には調査予算な
どの不足などにより、租税債権者である国
が訴えを提起できる状況にはない 16）。
4. 同族会社の法人格を差別化する根拠
法人税における ｢法人｣ の概念は、私法か
らの借用概念である。金子（2005）は、借用
概念に関する租税と私法の関係を次のように
朝原 邦夫
92
述べている。｢借用概念は他の法分野におけ
ると同じ意義に解択するのが、租税法律主義
＝法的安定性の要請に合致している。……租
税法がそれら（各種の経済活動ないし経済現
象）を課税要件規定の中にとりこむにあたっ
て、私法上におけると同じ概念を用いている
場合には、……それを私法上におけると同じ
意義に解するのが、法的安定性の見地からは
好ましい。｣ という 17）。
金子（2006）は、法人税法 132 条等の規
定の目的について、「同族会社が少数の株主
ないし社員によって支配されているため、当
該会社またはその関係者の租税負担を不当に
減少させるような行為や計算が行われやすい
ことにかんがみ、租税負担の公平を維持する
ため、そのような行為や計算が行われた場合
に、それを正常な行為や計算に引き直して更
正または決定を行う権限を税務署長に認める
ものである 18）。」と述べている 。
同族会社を差別化する税法規定は、大正
12 年設定して以来変わっていないと言われ
る 19）。この規定が租税回避行為の防止規定
であるとする見解を最初に主張されたのは、
片岡政一であるとされる 20）。
片岡は、税法では「諸種の回避手段を封塞
することを必要とする」ので、「立法の精神
は常に正常関係における普通の取引手段を想
定し、これを前提として課税要件の構成要素
を選定し、その通有性によって最も衡平なる
課税を実現せしむることを目的としている
21）」としている。しかし、「衡平なる課税」
の実現という目標からすれば、現実の状況は、
厳しいものである。なぜなら、「課税の対象
たる事実は、利益獲得社会における利己主義
的発現であり、最少の犠牲を投じて最大なる
収益を獲得せんとする経済通念の影響を受け
ないものはない。従って、租税に対してもそ
の負担が利益獲得の犠牲である場合において
は、これを最少限度に短縮せんとする意欲が
その本能的努力から全然抑制されるべしと期
待し難い」と述べている。
納税者は、「立法精神が典型的であればあ
る程その典型的なる経済取引を故意に迂回せ
んと企て」るのに違いないという結論を当然
導く。そうすると、課税当局は、「法規の目
的論的解釈又は自由裁量若しくは行為計算の
否認というが如く、いささか独断的な方法を
選ばざるを得なくなる 22）。」とされるのであ
る。
片岡が示した考えは、明らかに性悪説の観
点に基づいている。同族会社なるが故に不当
な行為計算をするというものではなく、すべ
ての課税主体にその動機と行為の可能性があ
るのである。それなら、なぜ同族会社にだけ
否認規定が設けられるかという疑問があるが、
片岡は、これについて、否認規定が同族会社
の無配当政策等を対象として発達してきたた
めに、まだ一般の会社に適用されていないと
して、結果的には同族会社のみ否認されると
している 23）。
田中勝次郎も、租税回避の普遍性に対する
認識が否認規定の背景にあり、また同規定が
ドイツ法の影響を受けたと次のように主張し
ている。
「回避行為は、広義には、租税を免るる意
思を以て為さるる行為のすべてを指すとみら
れるが、何人も最も軽き租税を負担する様に
仕組むことを妨げらるることなしというドイ
ツの格言もある……、結局はドイツと同様に
〝法律上の形式若しくは形成可能性の濫用
（ドイツ租税調整法第六条）″による租税回避
の中で、その又本体とも目すべきものは、法
人所得税についてはここにいうかくれたる利
益処分ということができる 24）。」
若林（1969）は、同族会社に対する行為計
算否認規定について、「同族会社は不当な行
為計算を行なうが非同族会社においてはこの
ような不当な行為計算は行ない得ないという
ことを前提としている点に特徴がある 25）」
と指摘し、次のような通説的な見解が根拠だ
と述べている。
「同族会社は、一般の法人と異なり、一部
少数の主脳者が多数の議決権を有し、実質的
にその会社を支配しているのであるから、主
同族会社の特質について
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脳者の個人的意思によって法人の計算を左右
し、法人自体の租税のみならず、主脳者自身
の租税をも合法的に軽減することができる
26）。」
若林は、同族会社の社員構成の特殊性に着
眼しているところが片岡や田中と異なる。誰
でも租税回避したい点では同じであるが、通
常の会社の社員構成なら、そのような行為が
なされるとは予想されないのに対し、同族会
社の社員構成では、その行為計算が十分予想
可能である。言い換えれば、租税に関して非
同族会社では、法人格が正常に機能すると思
われるが、同族会社では、むしろ自然人の人
格が機能しているのである。
まとめ：「同族会社」の本質
法人税法における同族会社は、その支配構
造において法人格よりも自然人の人格が実質
的に機能するという認識を踏まえ、定義され
ている。「政令で定める特殊の関係のある個
人」にいたっては、もはや純粋に自然人の人
格で同族会社の定性判断を行っている。その
根底には、同族会社は、所有と経営、或いは
資本と経営の分離という近代的株式会社の理
想像とはかけ離れ、単一または少数の資本所
有者による経営支配から、後進性と属人性を
必然的に体質として持つ、という考えがある
と思われる。
以上を踏まえて、「同族会社」という時の
「同族」は、法人の支配構造をとらえた概念
であり、この特徴により、「同族会社」は自
然人の人格が機能する個人企業との同質性が
高く、非同族会社や大会社に比べて法人性が
弱い、と結論付けられよう。
行為計算否認規定は、このような同族会社
の特殊性に着目して租税回避行為を防ぐため
の否認規定という性格を持つ。そのため同規
定は、非同族会社が通常行う行為又は計算を
正しい租税負担とし、同族会社が行う行為又
は計算による租税負担との不公平を是正する
ことを目的としているので、制裁的な意味は
ないと考えられている 27）。しかし、非同族
会社も租税回避行為を行う可能性が十分考え
られるので、その場合、法人税法第 132 条を
適用すべきかどうかをめぐって、見解が分か
れている。同族会社のみを対象とすべきであ
るとする見解は、創設規定説と呼ばれ、村井
（2007 年）や山田（2001 年）がこの説に立っ
ており 28）29）、通説的な見解となっている 30）。
一方、確認的規定説は、同族会社以外の法人
についても同様の取引につき当然に否認しう
るとする見解である 31）32）33）34）。
同規定の制定経緯と趣旨からして、同族会
社に限定すると見るべきであろう。むしろ同
族会社が非同族会社と同じように正しい行為
又は計算を行った場合の認定基準と同規定の
適用除外の方法を模索していくべきであろう。
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